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研究成果の概要（和文）： 
 これまで教職倫理の必要性については議論が重ねられている。しかしながら、それらをどの
ように教えるべきかについてはいまだ明確になっていない。本研究では、教職倫理上の諸問題
を調査し、内容構成原理を明らかにするとともに、他の専門職倫理教育カリキュラムを分析す
ることにより、教職倫理教育の体系的な教材案を提示した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
    The necessity of the ethics of teaching has been argued. It is not yet clear, however, 
how to teach the ethics of teaching.  This study suggested an idea of systematic 
contents of the ethics education for teaching profession, by investigating ethical issues 
of teaching in order to search for their fundamental characteristics, as well as by 
analyzing curricula of ethical educations for other professions. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 研究代表者は哲学者ウィトゲンシュタイ
ンの他者論を基礎に置いた教育倫理学を理
論的側面と実践的側面の双方から構想して
きた。その必要性は次の点にある。教育的関
係において学習者の他者性は本質的である。
しかし、当該関係に介在する認識論的差異の
ために、学習者の他者性は見過ごされがちで
ある。それゆえ、教師には他者性を常に意識

した倫理的態度が求められるのであり、教員
養成においても他者への鋭敏さを涵養する
教職倫理教育が必要となる。 
 日本の専門職教育の場合、たとえば、技術
者教育や看護師教育の課程は、当該専門職倫
理教育が重要な要素として編成されている
が、現行の教職課程には教職倫理教育は組み
込まれていない。もちろん、これまで教職倫
理の必要性について議論は重ねられている。
最近でも「使命感や責任感、教育的愛情」の
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有無を教員採用の基準とすべきとする中央
教育審議会の答申が発表されている。しかし
ながら、それらをどのように教えるべきかに
ついてはいまだ明確になっていない。大学教
員が講義のなかで教育愛について語っても、
なかなか学生の身にはなりにくい。教職倫理
教育の必要性は指摘されながら、どのように
進めるべきかについての研究はいまだ十分
にはなされていないのである。 
 以上の教育倫理学構想のうち理論的基礎
的考察は、研究代表者がフロリダ州立大学に
提出した学位論文（「教育と他者性に関する
ウィトゲンシュタインの見解：教育の倫理に
むけて」）や投稿論文（「教育において〈他者〉
とは何か：ヘーゲルとウィトゲンシュタイン
の対比から」『教育学研究』第 67 巻第 1 号、
2000 年、並びに「言語の呪縛と解放：ウィ
トゲンシュタインの哲学教育」『教育哲学研
究』第 96 号、2007 年等）において展開され
ている。 
 研究代表者は、こうした理論的基礎的考察
に支持される実践的開発研究を平行して推
進しており、すでに科学研究費補助を得て
（「教育倫理教育カリキュラムの開発に関す
る基礎的比較的研究」（基盤研究 (C)(2) 
H15-H17）および「教職倫理教育の指導法、
評価法ならびに指導者養成に関する研究開
発に関する研究」（基盤研究(C) H18-H20））、
内外の成果を比較検証しつつ、論文「教師の
倫理を考える」（『教育的思考の作法』福村出
版、2006 年）、内外の学会発表（日本教育学
会、教育哲学会、国際教育哲学会等）、他大
学ＦＤ等招聘（京都大学、千葉大学等）にお
いて具体的授業モデルを提案してきた。 
 
２．研究の目的 
 
 研究代表者のこれまでの研究から、大学等
で行われる教員養成課程において教職倫理
教育を進めていく場合、次の三点が要件とな
ることが明らかにされている。すなわち、①
授業における具体的な指導法、②成績付けの
基礎となる明確な評価法、③これらを取得し
た実践者の養成、の三点である。教職倫理教
育を具体的に進めていくためには、これらに
加え、授業で扱われる具体的コンテンツの開
発が必要となる。 
 よって、本研究では、教職倫理の内実を調
査し、内容構成原理を明らかにしたうえで、
その教育内容コンテンツの教材化を目指し
た。 
 
３．研究の方法 
 
 上記の研究目的を達成するために、次の二
点を課題とした。 
 

【課題１】現代の日本において学校教員が遭
遇する倫理的諸問題を収集して体系的に整
理する 
【課題２】教職倫理を教材化する際の留意点
を明示し、教育コンテンツを具体化する 
 
 海外においてはすでに教職倫理の教材化
が進んでおり、教職倫理教育コンテンツを体
系的に理解するに当たり参考になる。一方、
教職倫理には地域文化に依存しない普遍的
側面と、地域に特殊な個別的側面がある。こ
の点を留意しつつ、海外の成果を参照しなが
ら、日本で教員が遭遇する倫理的諸問題を収
集・解明し、体系的に整理する。 
 また、日本国内に限っても、同じ専門職倫
理教育としては、技術者倫理教育や看護師倫
理教育が先んじてカリキュラム化を進めて
いる。これらを比較検討しつつ、教職倫理教
育のコンテンツ開発を試みる。 
 
４．研究成果 
 
 専門職倫理教育の問題を単に倫理教育と
してカバーされる領域と考えてしまうと、倫
理学理論の講義を並べるだけで不都合はな
いことになる。しかし、専門職倫理教育が実
践的な判断力の涵養を目指すべきものであ
るなら、そして、国費を使い、授業料を徴収
する大学として教育に責任を持つべきであ
るなら、「教育課程」としての効果を顧慮し
たデザインが求められることになる。 
 一回の授業を充実させるだけでは不十分
である。９０分の授業を十数回行うことによ
って一定の効果が上がるように教材化が図
られ、授業がデザインされねばならない。教
育方法としては、単に教職に関わる徳目を覚
えさせるだけでは倫理的判断力の涵養には
ならない。独学の場合は成功例の分析から学
ぶのが望ましい一方、授業では、意思決定を
迫られる事例をめぐってクラス討論をする
ことにより、独学以上の効果が期待できる。
大学において授業をする限り、成績付けも避
けられない。評価基準を明確にしておく必要
がある。 
 「教育課程」であることを配慮した、他の
専門職教育課程や諸外国の教職倫理教育の
事例を比較検討し、本研究では、教職倫理教
育課程の構成モデルとして、次の案を提示す
る。 
 まず、教職や専門職倫理に関する理念・目
的・概念・歴史が解説され、専門職にとって
の倫理綱領の意義が検討される。続いて、各
論・事例検討が扱われ、研究倫理が取り上げ
られて、展望的総括となる。 
 各論・事例検討として扱われるべき内容は、
様々に分類できる。たとえば、状況（授業の
内、学校内、引率、生徒の単独行為、等）、



相手（生徒一人、クラス全体、クラブ指導、
管理職、同僚、保護者、地域住民、等）、倫
理的諸原理や基本概念（平等、公正、正義、
ケア、義務、人権、共生、等）、テーマ（校
則、いじめを含むハラスメント、懲戒処分、
成績付け、体罰、進路指導、不登校、教師自
身の非違行為、情報漏洩、学校事故、危機管
理、等）といった体系的分類のもとに個別事
例を紹介することが可能である。これらの事
例が法的にどのように扱われるのかも合わ
せて解説されるべきである。 
 注意すべきなのは、単に教職に関わる徳目
を覚えさせるだけでは倫理的判断力の涵養
として不十分なことである。独学の場合は成
功例の分析から学ぶのが望ましい一方、授業
では、意思決定を迫られる事例をめぐってク
ラス討論をすることにより、独学以上の効果
が期待できる。教職倫理教育コンテンツは、
こうした授業方法に適したものとなるよう
開発されねばならない（たとえば、事例をジ
レンマケースとして描くことにより、クラス
討論が活発になる）。 
 事例をめぐる討論授業が日本の大学にお
いてはいまだ一般的ではない現状への配慮
も必要である。倫理的判断の基準となる考え
方、たとえば、帰結主義と非帰結主義、正義
とケアの原理、等に慣れることにより思考・
推論がより容易になるであろう。各論・事例
検討を始める際に、丁寧な導入が求められる。 
 最後に、教職倫理を扱う授業の進め方が倫
理的であるべきことを強調しておきたい。受
講者は、知識として教職倫理を学びつつ、倫
理的判断力を涵養するとともに、倫理的な諸
問題を話し合いによって解決していく技量
を授業のなかで身につけることが期待され
る。授業において進められることが、学校や
社会においても実現されるべきものである
ことを受講者も講師も理解しておくべきで
ある。 
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